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道路の果たす役割は多岐にわたり，東日本大震災における道路の果たした様々な役割を踏まえ，国土交

通省としては道路の防災機能の評価手法（暫定案）をとりまとめたところである．当手法では，道路ネッ

トワークの評価として「主要都市・拠点間等の防災機能向上に関する計測」及び「ネットワーク全体の防

災機能に関する計測」を行うこととしている． 

本稿では，これらの２つの計測手法について，三陸沿岸道路等への適用事例による比較分析を行った上

で，道路ネットワークの持つ防災機能の評価のあり方や評価手法の課題等について考察を行う． 
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1. はじめに 
 
道路事業の評価は，これまで，十分な精度で計測が可

能で，かつ金銭換算が可能な，自動車の交通量等をもと

に算出した３便益（走行時間短縮，走行経費減少，交通

事故減少）と費用を比較する費用便益分析を中心に実施

してきた．しかし，道路の果たす役割は多岐にわたり，

昨年3月に発生した東日本大震災においても，早期に啓

開・復旧し，救助・救援活動，広域的な緊急物資の輸送

を可能としたほか，避難路や避難場所としても副次的に

機能するなどの役割を果たした．こうした道路の防災機

能評価については，現行の費用便益分析では必ずしも十

分に評価できないことから，国土交通省では道路の防災

機能の評価手法（暫定案）をとりまとめ，三陸沿岸道路

等の新規事業採択時評価に適用した． 

 
 
 

2. 防災機能の評価手法（暫定案）の特徴 
 
 「道路の防災機能の評価手法（暫定案）」では，防

災機能の評価としてⅠ）主要都市・拠点間等の防災機能

向上に関する計測（以下Ⅰモデル），Ⅱ）ネットワーク

全体の防災機能に関する計測（以下Ⅱモデル）を行って

いる． 
 Ⅰモデルでは，地方の主要な都市間では，災害時に孤

立や大きな迂回を余儀なくされることにより，救助・救

援活動，広域的な緊急物資の輸送に困難をきたす場合が

あり，連絡する都市の重要性に応じて，耐災害性，多重

性の観点から，道路（リンク）の整備による孤立や迂回

が解消する度合いを計測する． 

耐災害性は，リンク毎に，最も短い時間で移動可能な

経路（主経路）上における災害時に通行不能と想定され

る箇所（津波被害が想定される，事前通行規制区間にお

いて地震時に土砂災害等の恐れのある，橋梁が耐震補強

未了等のある道路）の有無について計測し，「無い」リ
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ンクについて「耐災害性がある」と評価する． 

 多重性は，リンク毎に主経路以外の経路のうち，災害

時に通行不能と想定される箇所を含まない経路（迂回可

能経路）の迂回率を計測し，迂回率が1.5未満であるリ

ンクについて「多重性がある」と評価する．なお，迂回

率は時間又は距離のいずれかのうち，小さい値を用いて

計測する． 
 Ⅱモデルでは，各市町村から，最寄りの都道府県庁所

在地又は高速道路ＩＣ及び隣接市町村までの到達時間は，

災害時は迂回により長くなるもしくは孤立して到達でき

ない場合があり，道路（リンク）の整備による到達時間

の短縮もしくは孤立解消度合いを算出することで，改善

の度合いを計測する． 
 
 
3. 分析結果 
 
 国土交通省ではⅠモデル及びⅡモデルを東北，中部，

近畿及び四国地方に適用し，道路ネットワークにおける

防災機能を評価している．分析結果は以下のとおりであ

る． 
 
(1) 各地方の評価ランクの構成比（Ⅰモデル） 
Ⅰモデルにおける各地方の評価ランクの構成比は図-1

に示すとおりである。Ａランクとは耐災害性かつ多重性

を有するリンクであり，中部で 59％，東北，四国で約

30％であった．Ｂランクとは耐災害性を有するリンクで

あり，東北，四国で約 30％，中部，近畿で約 10％であ

った．Ｃランクとは耐災害性を有しないが多重性を有す

るリンクであり，近畿で 22％，中部で 8％であった．Ｄ

ランクとは耐災害性及び多重性を有しないリンクであり，

東北，四国で約 30％，中部で 22％であった． 
 

(2) 各地方の評価ランクの構成比（Ⅱモデル） 
 Ⅱモデルにおける各地方の評価ランクの構成比は図-2

に示すとおりである。αは弱点度（災害時の到達時間／

通常時の到達時間）を示し，災害時に到達時間が変わら

ない（α＝１），迂回が生じる（α＞１），孤立する

（α＝∞）場合に分類される．孤立する場合の構成比は，

四国以外は 14～23％と大きな差は見られないが，四国

は 43％と多くなっている． 
 
(3) Ｄランクの割合（Ⅰモデル） 

 ⅠモデルにおけるＤランクの割合と網値(1km2 当たり

の直轄国道以上の道路整備延長(km))の関係について，

可住地面積比率（可住地面積／行政面積）が全国平均以

上の府県(グループＸ)について示したものが図-3 であり，

全国平均未満の府県(グループＹ)について示したものが

図-4 である．グループＸでは，三重県を除き網値が大

きくなるほどＤランクの割合が下がる傾向が見られた．

またグループＹでは，全体として網値との相関は見られ

なかったが，Ｄランクの割合の平均値はグループＸの平

均値 18%よりも 17%高い 35%となった． 
 

 

図-1 評価ランクの構成比（Ⅰモデル） 

 
図-2 評価ランクの構成比（Ⅱモデル） 

 

図-3 Ｄランクの割合と網値（グループＸ） 

 

図-4 Ｄランクの割合と網値（グループＹ） 
 
 

※数値は高規格幹線道路整備率 

平均 35% 

※数値は高規格幹線道路整備率 

平均 18%
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4. 考察 
 

 上記から，道路事業における防災機能の評価手法につ

いて以下のような考察を行った． 
 
(1) 各地方の評価ランクの構成比 
各地方において，東海・東南海地震等の大規模地震の

際に津波被害が想定されるリンクにおいてはＤランクが

多かった．このような地域では，耐災害性，多重性のあ

るネットワークが形成されていないことがわかる．一方，

中部や近畿の都市部で、東名高速道路等の高規格幹線道

路が整備されている区間等では比較的Ａランクが多かっ

たが，以前としてＤランクの箇所も残っていた．また，

ⅠモデルとⅡモデルの結果から，四国は災害危険性のあ

る道路が多く，孤立する危険性が高い地域が多いことが

わかった． 
 
(2) Ｄランクの割合 
グループＸでは網値とＤランクの割合に負の相関関係

が見られた．これは平野部の多い府県では，均質なリン

クの形成により，災害時に孤立する地域が減るためと考

えられ，計算結果から道路網の耐災害性，多重性が把握

できるモデルとなっていた．ただし，三重県，山形県は

事前通行規制区間や津波浸水区域があること等からＤラ

ンクが高くなっている．一方，グループＹでは，網値と

Ｄランクの割合に相関関係が見られなかったが，グルー

プＸに比べてＤランクの割合が高い傾向にある．これは

山地部が多い府県では耐災害性，多重性のあるネットワ

ークが形成されていないためと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5. おわりに 

 
 道路事業の評価には多様性が求められており，今後も

本手法を用いた事業評価を実施し，地震以外の災害危険

性も踏まえた検討や，地形条件や主要都市の分布状況が

異なる地方の適用性を確認するとともに，目的，効果に

見合った多様な手法の追加を検討し，評価手法の充実を

図る必要がある． 
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